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Ⅰ　緒言

我が国の子どもの身体活動量や体力・運動

能力は二極化する傾向にあり、体力低下とと

もに、子どもの重大な健康問題として取り上

げられている（文部科学省，2002）。特に、松

浦（1982，p.67）によって、５－６歳の時期

は、体力の個人差が社会的に意味を持つように

なると述べられていることから考えると、子ど

もの運動能力にみられる二極化傾向の問題は年

齢的に早い段階から検討する必要がある。特に

幼児については、田中（2009）の、「運動能力
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の違いによって身体活動量の差がある」や、春

日（2009）および春日ほか（2010）による「年

少児の能力差が年長児まで残る」、「幼児期に能

力格差が拡大する」などの報告がある。そして、

このような二極化傾向に関する指摘は、幼児に

限られたものではない。中学生の運動頻度の格

差（加賀ほか、2004）や、10－20歳の運動頻度

と「走り幅跳び」の関連（豊島，2006）、さら

には小学生から高校生において、体力水準の高

低の群間における、「20mシャトルラン」「ボー

ル投げ」の能力および運動実施状況の差（平川・

高野，2008）など、この問題に関する報告がな

されている。ただし、これらの報告は、体力・

運動能力または運動頻度の高群と低群の群間差

に言及したものであり、二極化の現象を確認し

ているわけではない。また、いずれも特定のテ

スト項目について言及されたものが多く、運動

スキル、体力など、テスト項目の運動成就に必

要とされるパフォーマンス特性について体系的

に検討されたものではない。

ところで、体力格差を数量的に表現する試み

として、Nishijima et al.（2003a，2003b）の

標準偏差を用いた手法が挙げられる。この報告

では、中学生の「持久走」の測定値が正規分布

することを前提として、分布形状の世代間変化

が示されている。そして、標準偏差が大きくな

ることを格差の拡大と捉えている。よって、格

差が拡大した分布は、鈍尖した形状で表現され

る。通常、二極化を分布で表現すれば、二峰性

分布（大島，1975）になることが想定される。

しかしながら、二極化が指摘される体力・運動

能力は、二峰性分布のような二分極化は示して

いないという指摘もある（大築，2009）。また、

山田（2007）は、格差のイメージを図１のよ

うに表現し、格差の拡大を、真ん中に集まって

いたものが、両極に引き寄せられるようにわか

れていくイメージで捉えている。つまり、分布

が両極に引き寄せられ、鈍尖化した状態は、二

峰性への移行段階、すなわち二極化へ至る段階

の一様相を示していると考えられる。一般的に

分布の形状で「尖り」が問題になる場合には、

尖度（kurtosis）によって表現される（エヴェ

リット，2002；Howell，1977）。これらのこ

とから、鈍尖化した分布を二極化の一様相とす

れば、分布の尖りを表現する尖度によって二極

化傾向が操作的に定義することが可能になる。

尖度を用いた二極化の検討は、歪度との組み

合わせに基づいて、正規分布との乖離性を問題

にした池田・青柳（2011）の報告がある。ここ

では、正規分布からの乖離が二極化と定義され、

乖離性のパターン化と、パターンに関連する項

目群におけるパフォーマンスの類似性について

言及されている。しかしながら、二極化傾向の

程度やそれと体系化されたパフォーマンス特性

との関連については言及されていない。既に述

べてきたように、尖度を用いて検討することは、

パフォーマンスの二極化傾向の程度や項目間の

比較、経年齢的変化が確認できる。また、でき

るだけ多くのテスト項目を測定することで、体

図１　格差のイメージ（山田，2007）
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系的に捉えられた体力や運動スキルについて、

その二極化傾向を検討することも可能である。

そこで本研究では、分布の尖りによって二極

化を定義し、尖度に基づいて幼児期における運

動パフォーマンスの二極化傾向を表現すること

を目的とした。さらに、その二極化傾向と性、

年齢、体力および運動スキルというパフォーマ

ンス特性との関連についても検討した。

Ⅱ　方法

１．標本および測定期間

本研究の標本として、２年間にわたり、延べ

1,416名（男児704名、女児712名）の幼児（３

－６歳児）を対象に運動能力の測定を行った。

各年齢区分における男児と女児の人数の内訳を

表１に示している。複数年の測定を行ったこと

により、本研究で取り扱うデータは準縦断的資

料である。測定に際しては、幼児の保護者に対

し、研究の趣旨・目的に関する説明を行い、協

力への同意を得た。

２．測定項目とテストパフォーマンスの分類

幼児のパフォーマンスの測定には、Gallahue 

and Donnelly（2003）の Fundamental 

Movement Skills Model（FMSM）に基づい

て選択された18項目が用いられた。これらのテ

スト項目は、Ikeda and Aoyagi（2008）によっ

てテストの信頼性、妥当性および実用性が検討

されており、本研究でもその測定方法を踏襲し

た。測定作業は、保育者を養成する高等教育機

関に在籍し、幼児期の運動能力について専門的

に研究を行っている教員、当該教育機関に在学

し、講義を通して幼児の運動能力テストの測定

法について学んだ学生および対象となった幼稚

園の教諭によって実施された。

テストの場面で発現するパフォーマンスを

その特性に基づいて整理するため、表２に示す

ようにテスト項目を分類した。Gallahue and 

Donnelly（2003）は、「一定の環境の下で安定

したパフォーマンスを発揮し、活動全般を通じ

て自分のペースで運動でき、時間をかけて状況

を認知し、静的な環境条件に対して反応する

ことが可能な運動」を｢内的ペースの運動｣と

し、さらに、新しい運動スキルの学習では、内

的ペースの条件において最も効果が上がると述

べている。つまり、パフォーマンスを発揮する

きっかけが、自分（内側）にある場合と合図

などの刺激（外側）による場合とでは、発達

が異なると考えられる。そこで本研究では、パ

フォーマンス発揮のきっかけを「発現契機」と

し、パフォーマンスに関する特性の分類として

用いた。すなわち、発現契機（X1）は、ゴル

フのショットなどのように、ある程度の時間を

かけて自分のペースでパフォーマンスを発現す

る「内的発現（X11）」と、短距離走のスタート

のように、合図や指示に対応して発現する「外

的発現（X12）」に分類した。

運動スキル（X2）は、Gallahue and Donnelly

（2003）のFMSMを参考にして、「走る（X21）」「跳

ぶ（X22）」「投げる（X23）」「転がす（X24）」「打つ・

蹴る（X25）」「複合運動（X26）」に整理した。

最後に、テスト項目においてその課題を遂

表１　標本数

年齢区分 男児 女児 小計

３歳以上４歳未満 121 119 240

４歳以上５歳未満 225 247 472

５歳以上６歳未満 242 243 485

６歳以上７歳未満 116 103 219

小計 704 712 1416
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行するために必要とされる体力（X3）との対

応関係は、先行研究（浅野, 1977; 猪飼, 1972; 

勝部ほか, 1970; 松井ほか, 1955; 村瀬・出村, 

1990; 中村ほか, 1980; 首都大学東京体力標準

値研究会, 2007; 竹内ほか, 1968）を用いて判

断し、筋力、パワー、筋持久力は「エネルギー

系体力（X31）」、協応性、平衡性、敏捷性など

の調整力に関係する要素は「サイバネティック

系体力（X32）」に分類した。

３．統計解析

１）外れ値の検討

二極化の指標とする尖度の算出には標本の平

均値が用いられるため、極めて異常な値がある

場合、平均値および尖度の値に影響を与える。

そこで、尖度を算出する前に、極端な異常値を

取り除く意味で、外れ値について検討する必要

がある。外れ値の判断には、Grubbs-Smirnov

の棄却検定（佐藤・村松，2002）を用いた。式

⑴を用いて検定統計量Toを算出し、式⑵の有

意点Tn(α)を用いて、帰無仮説（H0：他のデー

タとかけ離れた値は外れ値ではない）の統計的

判定を行った。

　　　
s

xx
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i
o

−
= 　…⑴

ただし、xi；最大値または最小値、

　　　　　x；標本平均、

　　　　　s；標本標準偏差

表２　テスト項目とその特性の分類

№ 項目名
発現契機

（X1)
運動スキル

（X2)
体力

（X3）

1 25m走 外的 走 エネルギー系

2 ポテトレース 外的 走 サイバネティック系

3 反復横跳び 外的 跳 サイバネティック系

4 垂直跳び 内的 跳 エネルギー系

5 立ち幅跳び 内的 跳 エネルギー系

6 前後跳び 外的 跳 サイバネティック系

7 ケンケンパ跳び 外的 跳 サイバネティック系

8 両手投げ 内的 投 エネルギー系

9 テニスボール投げ 内的 投 エネルギー系

10 ティーボール 内的 蹴・打 エネルギー系

11 キック距離 内的 蹴・打 エネルギー系

12 フープ転がし 内的 転 サイバネティック系

13 平均台歩き 外的 走 サイバネティック系

14 とび越しくぐり 外的 複合 サイバネティック系

15 ハードル走 外的 複合 サイバネティック系

16 起き上がりダッシュ 外的 複合 サイバネティック系

17 パットゴルフ 内的 蹴・打 サイバネティック系

18 全身反応時間 外的 跳 サイバネティック系
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ただし、N；データの個数

　　　　　tα /N；自由度（N-2）のｔ分布の

 上側100α/N%点

To＜Tn(α)ならば仮説は支持され、その値は

棄却されない。しかし、To≧Tn(α)ならば、そ

の値は外れ値と認められる。なお、本研究では、

極めて特異な外れ値を異常値として除外する目

的から、外れ値の判別を厳しくするため、棄却

検定に限り有意水準を１％に設定した。

２）尖度の算出

本研究で二極化の指標として用いる尖度の算

出にはいくつかの方法が存在する。本研究で

は、 Glass and Hopkins（1996）に基づく算出

方法で、モーメントによる定義を用いて算出し

た。この定義に従えば、正規分布の尖度は３に

近似する。また、尖度が小さければ、分布は頂

の尖りが鈍くなり、大きければ、頂が鋭く尖っ

た分布形状を示す。つまり、大きい尖度と比較

して、小さい尖度は能力が高いレベルと低いレ

ベルに格差がある状態、すなわち二極化傾向に

あると判断できる。

３）二極化傾向とテストパフォーマンスの特性

との関連

二極化傾向と、性、年齢およびパフォーマン

スの特性との関連は、重回帰分析を用いて検討

した。重回帰分析では他の要因の影響を一定に

して、独立変数と二極化との関連が検討でき

る。従属変数は、４つの年齢段階、性別および

運動能力テスト18項目について算出された144

個の尖度である。また、独立変数は、性、年

齢およびパフォーマンス特性で、これらは離散

的データであるため、ダミー変数による重回

帰分析（青木，2009；Dillon and Goldstein，

1984）を適用した。この方法では、m 個のカ

テゴリーを持つアイテム変数を０か１いずれか

を持つ２値データ m 個のダミー変数に展開す

る。本研究では、表２に示した発現契機（X1）、

運動スキル（X2）および体力（X3）に性（X4）、

年齢（X5）を加えた5つのアイテム変数のデー

タを、16個のダミー変数（内的発現；X11, . . . , 

６歳以上７歳未満；X54）に展開し、この変数

を用いて分析を行った。ただし、X11（内的発現）

のダミー変数が０である場合、残りのX12（外

的発現）は必ず１となり、アイテム内に多重共

線性が存在する。そこで、各アイテムに対応

する複数のダミー変数から１個を除いて解析を

行った。取り除く変数は、一般的な方法に従っ

てアイテム内の１番目のカテゴリー（X11, X21, 

. . . , X51）とした。なお、アイテム間の多重

共線性の診断については、Variance Inflation 

Factor（VIF）を算出し、その基準を10以下と

した（Chatterjee and Price，1977）。ただし、

除外した変数の偏回帰係数は便宜上０となり、

有意確率およびVIFは算出できない。

重回帰分析によって得られた回帰式の偏回帰

係数および定数項を用いて、各テスト項目の

尖度の推定値を算出した。推定値は実際のパ

フォーマンスと同じ特性を有する一般的なパ

フォーマンスの二極化の程度を表す。そこで、

実際の尖度と推定値との残差に基づいて、一般

化されたパフォーマンスと比較した場合の実際

のテストパフォーマンスの二極化傾向について

検討した。残差の有意性は、標準化残差が正規

分布することから、±1.96を基準として判断し

た。さらに、独立変数のすべての組み合わせに
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基づいて実際にテスト項目として設定されてい

ないパフォーマンスの尖度を推定し、これら

のパフォーマンスの二極化傾向についても検討

した。なお、本研究における統計解析は、IBM 

SPSS Statistics 20.0を用い、有意水準につい

てはGrubbs-Smirnovの棄却検定以外はすべ

て５％に設定して分析を行った。

Ⅲ　結果

１．18項目の尖度

モーメントによる定義を用いて性別ごとに４

つの年齢段階の運動能力テスト18項目の尖度

を算出した。その結果を表３に示している。最

も小さい尖度を示した６歳女児の「立ち幅跳

び」（2.13）の分布形状を確認するため、図２

のようなヒストグラムを作成し分布を視覚的に

確認した。実線で示された正規分布と比較する

と、ヒストグラムの平均値付近の頻度が小さく

凹み、反対に高い能力（右側）と低い能力（左

側）付近は高くはみ出た形状が確認できる。松

浦（1989）は、「ヒトの身体的諸属性は正規分

布する」としているが、この「立ち幅跳び」の

結果から、尖度において正規分布を示す３を基

準に結果を整理した。18項目の全年齢段階に

おいて３未満の尖度が見られたのは、11項目

の29個で全体の20.1％であった。性別では男児

12個、女児17個で、項目については、男児のみ

で見られたのは「25m走」「キック距離」の２

項目２個、女児のみは「とび越しくぐり」「ハー

ドル走」「テニスボール投げ」の３項目４個、

男児と女児の双方に見られたのは、「反復横跳

表３　18項目の尖度と項目・年齢・性別ごとの平均値および標準偏差

№† 男児 女児 項目

3-4yr. 4-5yr. 5-6yr. 6-7yr. 3-4yr. 4-5yr. 5-6yr. 6-7yr. M SD
1 3.85 4.41 4.80 2.97 6.36 3.10 5.39 3.91 4.35 1.15
2 3.49 5.15 6.03 3.01 4.63 5.04 4.17 3.35 4.36 1.04
3 4.16 2.90 3.42 3.39 3.92 3.11 2.55 3.18 3.33 .52
4 4.40 2.87 3.63 4.60 3.56 3.77 2.86 2.51 3.53 .75
5 3.38 3.76 3.03 2.73 3.58 2.81 2.94 2.13 3.05 .52
6 4.01 3.20 2.46 3.23 2.87 2.57 2.86 3.46 3.08 .50
7 5.34 3.61 5.74 4.17 4.35 4.66 4.70 3.05 4.45 .87
8 3.67 2.92 2.79 2.67 2.67 3.08 3.19 2.87 2.98 .33
9 4.91 3.29 3.77 3.32 2.77 2.45 3.03 4.64 3.52 .87
10 3.81 4.63 3.87 3.02 3.81 4.05 3.57 3.07 3.73 .52
11 4.48 3.15 3.27 2.99 3.97 4.08 3.50 3.90 3.67 .52
12 5.65 4.49 3.74 3.28 4.54 3.83 3.13 3.63 4.04 .82
13 5.26 4.79 5.89 4.06 4.70 5.27 5.05 3.90 4.87 .66
14 3.75 3.66 5.11 3.97 2.87 4.00 4.54 4.50 4.05 .68
15 5.05 5.43 4.35 3.29 3.73 4.51 2.86 3.14 4.05 .94
16 5.52 5.11 3.86 3.38 4.22 4.88 3.77 3.22 4.25 .84
17 2.44 2.88 3.45 2.77 2.26 2.97 3.19 4.02 3.00 .56
18 4.16 3.88 5.62 3.91 3.11 4.51 4.38 3.75 4.17 .73

3-4yr. 4-5yr. 5-6yr. 6-7yr. 男児 女児

年齢 M 4.03 3.86 3.90 3.42 性別 M 3.93 3.67
 SD .94 .87 1.01 .59  SD .92 .84 3.80 .89
†：№は表２と対応している。
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び」「垂直跳び」「立ち幅跳び」「前後跳び」「両

手投げ」「パットゴルフ」の６項目で23個であっ

た。また、年齢段階では、３歳以上４歳未満６

個、４歳以上５歳未満８個、５歳以上６歳未満

７個、６歳以上７歳未満８個であった。

性、年齢および項目ごとに尖度の平均値を算

出すると、男児は3.93、女児は3.67で有意な性

差は認められない。年齢では、３歳以上４歳未

満4.03、４歳以上５歳未満3.86、５歳以上６歳

未満3.90、６歳以上７歳未満3.42で、一元配置

の分散分析の結果、有意な差が認められ（Fo [3, 

140]＝3.439）、Bonferroniの多重比較検定の結

果、３歳以上４歳未満と６歳以上７歳未満の間

に有意な差が認められた。この結果から、加齢

に伴って二極化傾向が進行し、幼児期後期にそ

れが顕著になることが示されている。項目の尖

度の平均値で最も大きい値を示したのは、「平

均台歩き」の4.87で、最も小さいのは、「両手

投げ」の2.98であった。

２．尖度とパフォーマンス特性による重回帰分

析

二極化傾向と、性、年齢、発現契機、運動スキ

ルおよび体力との関連について、ダミー変数によ

る重回帰分析を適用して検討した。その結果、重

相関係数0.593の有意な回帰式（Fo [11, 132]＝6.504）

表４　尖度と性別・年齢・パフォーマンス特性との関連

アイテム カテゴリー 偏回帰係数 有意確率 レンジ

発現契機

（X1）

外的発現（X11）
† ― ―

0.722
内的発現（X12） －0.722 *

運動スキル

（X2）

走（X21）
† ― ―

1.116

跳（X22） －0.741 *
投（X23） －0.774 *
転（X24） 0.342 ns
蹴・打（X25） －0.450 ns
複合（X26） －0.413 ns

体　力

（X3）

エネルギー系（X31）
† ― ―

0.334
サイバネティック系（X32） －0.334 *

性　別

（X4）

男児（X41）
† ― ―

0.257
女児（X42） －0.257 *

年　齢

（X5）

3-4yr.（X51）
† ― ―

0.619
4-5yr.（X52） －0.179 ns
5-6yr.（X53） －0.132 ns
6-7yr.（X54） －0.619 *

定　数 5.108 * ―

†：重回帰分析において除外された変数（カテゴリー）　*p＜0.05

人

図２　立ち幅跳び（6-7yr. 女児）のヒストグラム
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を得た。また、全ての項目において、VIF値は

基準とした10を下回り、独立変数間の多重共線

性は存在しないことが確認された。表４にカテ

ゴリーに相当する各独立変数の偏回帰係数、有

意確率および独立変数をアイテムでまとめた場

合のレンジを示している。

最も大きいレンジを示したアイテムは運動

スキル（1.116）で、以下、発現契機（0.722）、

年齢（0.619）、体力（0.334）、性別（0.257）の

順であった。運動スキル内のカテゴリーに相

当する各技能の偏回帰係数に注目すると、「跳

ぶ（－0.741）」、「投げる（－0.774）」は、係数

が有意に０でないことが確認された。２番目に

レンジが大きい発現契機においては、「内的発

現（－0.722）」、年齢では、「６歳以上７歳未満

（－0.619）」、体力では「サイバネティック系（－

0.334）」、性別は「女児（－0.257）」が有意で、

係数の符号はすべて負（－）を示した。

得られた回帰式における各係数および定数項

を用いて算出された尖度の推定値と、実際の尖

度の残差を算出し、標準化残差の検定を行っ

た。男児では、５歳以上６歳未満の「ケンケン

パ跳び（2.014）」、「全身反応時間（2.296）」、６

歳以上７歳未満の「25m走（－2.033）」、「垂直

跳び（2.109）」、女児では、４歳以上５歳未満

の「25m走（－2.114）」、５歳以上６歳未満の

「ハードル走（－1.980）」、６歳以上７歳未満の

「テニスボール投げ（2.460）」において、残差

が有意に０でないことが確認された。

次に、重回帰分析によって得られた係数およ

び定数項を用いて、二極化を示すと考えられる

パフォーマンスの特性を推定した。推定値の算

出にあたっては有意な独立変数のみを採用し、

性、体力要素（エネルギー系、サイバネティッ

ク系）、発現契機（外的、内的）、運動スキルの

「走」「跳」「投」の組み合わせで算出した。図

３に示すように、最も尖度の推定値が大きくな

る組み合わせは、男児３歳以上４歳未満の「エ

ネルギー系体力・外的発現・走技能」の5.108で、

反対に最も小さな推定値を示す組み合わせは、

女児６歳以上７歳未満の、「サイバネティック

系体力・内的発現・投技能」の2.403であった。

Ⅳ　考察

１．幼児期における運動パフォーマンスの二極

化傾向とその経年齢的変化

松浦（1989）に基づいて、正規分布を基準

に尖度を整理した結果、３より小さい尖度を示

すテスト項目は少なかった。しかしながら、女

児６歳以上７歳未満の「立ち幅跳び」は、鈍尖

した分布であることがヒストグラムで視覚的に

確認された。これらの結果から、幼児期の運動

パフォーマンスにおける二極化傾向はそれほど

極端なものではなく、むしろ全体的には能力が

集中した状況にあると考えられる。そのような

中にあって、尖度が低く、ヒストグラムでも二

極化傾向が確認された「立ち幅跳び」について、

春日（2009）が、年少児に大きい格差が年中児

で縮まり、その差を維持したまま推移すること

を報告している。しかしその一方で、４歳まで

は格差はないが、５歳以降に二極化が出現する

という見解も示されており、加えて、この項目

が瞬発力の指標とされることから、幼児期の筋

機能は４歳から５歳にかけて急激に格差が広が

るとも述べられている（春日ほか，2010）。本

研究においては、６歳女児の「立ち幅跳び」は、

尖度が小さく、鈍尖化した分布で二極化傾向が

確認された。また、尖度の経年齢的な変化を観

察すると、男児も女児も加齢に伴い尖度が小さ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　尖度（推定値）

S：サイバネティック系体力　E：エネルギー系体力　外：外的発現契機　内：内的発現契機

図3　パフォーマンス特性に基づく尖度の推定値
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くなる傾向を示しており、この点では春日ほか

（2010）の見解が支持されている。ただし、「立

ち幅跳び」と同様に、瞬発的に力を発揮する跳

技能のテスト項目である「垂直跳び」では、加

齢に伴い尖度が小さくなる女児に対して、男児

は一旦小さくなるものの再び大きくなる傾向

を示しており、必ずしも瞬発力や筋機能全般

において二極化傾向が示されるわけではない。

Sugihara et al.（2006）は、「立ち幅跳び」の

測定値は、「立ち幅跳び」という運動を遂行す

る能力で、体力要因の妥当な指標となり得ない

と述べている。このことから、本研究の結果は、

「立ち幅跳び」というパフォーマンスが、幼児

期後期において二極化傾向にあることを示して

いると考えられる。また、松浦（1982，p.50）

は、「立ち幅跳び」は幼児期に急激な発達を示

し、身体各部の協調など、運動形式の巧みさの

向上がその背景にあると述べている。運動能力

の発達は、その子どもの経験に拠ることから、

様々な運動形式が獲得され、パフォーマンスが

発達する時期に、経験が不足する子どもが存在

すれば、格差が生じると考えられる。つまり、

パフォーマンスの発達急進期は二極化傾向の出

現期と重なる可能性が高くなると考えられる。

さ て、Nishijima et al.（2003a，2003b） は、

標準偏差の変化から世代間で格差が進行してい

ることを報告している。しかし、この方法では、

格差の変化の傾向を捉えることはできるが、格

差の程度や顕著になる時期については明らかに

できない。本研究では、二極化傾向の経年齢的

な変化に加えて、異なるパフォーマンス（項目）

間の比較が可能になった。尖度を用いて二極化

傾向を検討することは、より詳細な理解ができ

る有効な手法になると思われる。

２．二極化傾向と性、年齢およびパフォーマン

スの特性との関連

　レンジに基づいて判断すると、二極化傾向と

の関連が大きいアイテムは運動スキルである。

この運動スキルにおいては、跳技能や投技能の

偏回帰係数は有意で符号が負（－）であり、尖

度が小さくなること、すなわち二極化傾向との

関連が示された。豊島（2006）は、10－20歳の

コホート研究から、男女の「走り幅跳び」に顕

著な二極化傾向があると報告している。また、

平川・高野（2008）は、小学生から高校生の身

体活動の二極化が投技能に影響していると述べ

ている。これらは、本研究において二極化傾向

との関連を示す運動スキルと極めて類似してい

る。つまり、就学後に顕在化するとされる跳技

能や投技能の二極化傾向は、幼児期においてす

でにその兆候が確認されたと考えられる。

発現契機において二極化傾向との関連を示

したのは内的発現であった。Gallahue and 

Donnelly（2003）が、新しい運動スキルの学

習において効果が上がるとする｢内的ペースの

運動｣は、本研究の内的発現と対応している。

「立ち幅跳び」で確認されたように、運動能力

の発達急進期と二極化出現期が重複するとすれ

ば、学習効果が高い、自分のペースで運動を発

現させるパフォーマンスである内的発現にも二

極化傾向は生じやすいと考えられる。

二極化傾向と年齢との関連では、就園前の子

どもの体力測定ができれば既にその時点で格差

が存在すること（小林，1985）や、年少児の格

差は年長児まで残ること（春日，2009）が報告

されている。また、春日ほか（2010）は、幼児

期における運動能力の格差の変化にはいくつか

のパターンが存在すると述べている。しかし、

本研究のように、運動スキルや体力の影響を取
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り除いて、パフォーマンスの二極化傾向の経年

齢的変化を検討した場合、二極化傾向は幼児期

後期に発現する。また、海老原（2008）や豊島

（2006）は、二極化の要因として「スポーツか

らの離脱と過剰な入れ込み」を挙げている。幼

児期のパフォーマンスの二極化は、家庭での生

活環境とともに幼稚園や保育所での生活を反映

して、加齢に伴って徐々に顕著になっていくと

考えられる。

　性差や体力要素に関しては、女児およびサイ

バネティック系体力に、二極化傾向との関連が

認められた。就学前の子どもは思春期と比較す

ると、性ホルモンの影響はほとんどないとされ

ている（松浦，1982, p.44）。また、Malina and 

Bouchard（1991）も就学前の子どもの運動能力

の性差は少ないと述べており、わずかにみられ

る差は、子どものこの時期の活動や社会的期待

が反映されると述べている。國土（2003）や吉

田（2005）は、子どもの遊びにおいて、女児の

活動性が低いことを指摘している。さらに、幼

児の体力・運動能力は未分化であり、成人のよ

うに多様な要素への細やかな分化はしていない

とされている（市村ほか，1969；井上，1968）。

つまり、幼児期において、特定の性や体力要素

に二極化傾向が示されるとは考えにくいが、文

化・社会を背景とした日常的な身体活動量やそ

の内容によって、わずかながら格差の進行がす

でに幼児期に起こっていることが危惧される。

実際のテスト項目の尖度と、それと同様の特

性を有するパフォーマンスの推定値の残差を用

いて、実際のパフォーマンスの二極化傾向につ

いて検討した。残差は実測値と推定値の差で算

出しているため、符号が負（－）であれば、実

際のパフォーマンスは推定値に比べて二極化し

ていると解釈できる。この傾向を示したのは、

「25m走」と「ハードル走」で、これらのパフォー

マンスの特徴はいずれも移動運動である。歩数

計や加速度計による測定、すなわち移動運動を

問題にした幼児の身体活動量に関する報告では、

その低下や二極化が指摘されている（加賀谷，

2008；中野ほか，2010）。歩く、走る、跳ぶといっ

た移動運動の身体活動量の減少が運動能力の発

達に影響をおよぼしていると考えられる。

二極化傾向を示すと考えられるパフォーマン

スを推定では、幼児期後期で、女児の「サイバ

ネティック系体力・内的発現・投技能」の組み

合わせがもっとも顕著であると推測された。こ

の組み合わせに該当すると考えられるパフォー

マンスは、「ボールの的当て」が考えられる。

このパフォーマンスは、日常の遊びの中で取

り入れることが可能である。幼児期の運動能

力の発達は経験の差（Malina and Bouchard，

1991）とされていることから、遊びを支援する

場面では、本研究において二極化傾向を示しや

すいと推定されるパフォーマンス特性の組み合

わせを考慮したプログラムの提供が有用である

と思われる。

Ⅴ　まとめ

幼児期における運動能力の二極化傾向につい

て検討するため、分布の尖度を二極化の指標と

操作的に定義し、２年間にわたって３歳から６

歳までの幼児、延べ1,416名を対象に運動能力

テスト18項目を測定した。年齢を４段階に区

分して、性別に全項目の尖度を算出し、幼児期

のパフォーマンスの二極化傾向について検討し

た。さらに、その二極化傾向と性、年齢および

パフォーマンス特性との関連について、ダミー

変数による重回帰分析を適用して検討した。結
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果は、以下の通りである。

１．尖度による定義では、測定されたほとんど

の項目で顕著な二極化傾向は確認されなかっ

た。ただし、女児６歳の「立ち幅跳び」につ

いては尖度が小さく、視覚的にも二極化傾向

を示す分布であることが確認された。

２．二極化傾向をパフォーマンスの特性で観

察した結果、運動スキルの「跳・投技能」、

発現契機の「内的発現」、体力の「サイバネ

ティック系」、「６歳」、「女児」ついて二極化

の傾向との関連が大きいことが確認された。

このことから、運動スキルに関する格差の就

学後への持ち越し、身体活動量の性差や発達

急進期における二極化の発現が危惧される。

３．パフォーマンス特性の組み合わせの推定か

ら、幼児期後期の女児における「ボールの的

当て」のパフォーマンスは二極化傾向を示し

やすいと考えられる。

体力・運動能力の二極化傾向についてはヒス

トグラムの形状や、歪度等の他の統計量、さら

には動作の獲得・発達の視点も含めた総合的な

検討が必要である。本研究は、幼児の運動能力

が二極化傾向にあるという報告に基づいて、多

面的な二極化傾向の一側面として尖度に注目し

た。つまり、得られた知見はそれに限定された

ものであり、このような二極化傾向の操作的な

定義に関して「研究の限界」を有している。ま

た、尖度の推定に用いたパフォーマンスの特

性に関しては、説明する分散が高いとは言い難

い。本研究で設定した特性以外の要因につい

て、検討することが今後の課題である。

付　記

本研究は、平成23～25年度文部科学省科学研

究費補助金（基盤研究（C））「幼児の運動能力

の二極化傾向とパフォーマンス特性との関連に

関する研究」（課題番号2350067）および平成

22年度福岡県立大学研究奨励交付金（個別研究

②一般研究（基礎的研究））の助成を受けて実

施された。
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